
■地域のデータ（平成31年2月28日現在）

今回は、介護保険の手続き、平成３１年度予算などについてお知らせします。今回は、介護保険の手続き、平成３１年度予算などについてお知らせします。

126,223人 51,294戸 33,308人 26.39%
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問い合わせ ： 介護保険課　認定係　TEL ０９４２－８１－3315

介護や支援が必要になったら、まず地域包括支援センターや市町の窓口に相談しましょう。

相談の内容によって、

　・ 総合事業を利用したい人は、基本チェックリストを行います。　　　①へ

　・ 介護保険を利用したい人は、要介護（要支援）認定申請をします。　 ②へ

サービスを利用するまでの流れ

介護保険のサービスを利用するには、要介護認定の申請または

基本チェックリストの実施が必要です。

①① 心身や日常生活の状態など２５項目のチェックを行い、生活機能を調べます。

②②

介護保険の手続きについて介護保険の手続きについて



問い合わせ ： 介護保険課　認定係　TEL ０９４２－８１－3315

認定結果の有効期間と更新手続き認定結果の有効期間と更新手続き

認定の効力発生日は認定申請日になります。※１

認定の有効期限は新規の場合は原則６か月、更新の場合は原則12か月です。※２

要介護・要支援認定は、有効期間満了前に更新手続きが必要です。更新申請は、要介護

認定の有効期間満了日の60日前から受け付けます。

　　※１　更新の場合は前回認定の有効期間満了日の翌日

　　※２　介護認定審査会の意見に基づき、認定の有効期限を新規・変更は12か月まで、

　　　　　更新は36か月までに延長する場合があります。

認定調査

認定調査員が訪問し、本人の心身の状況を調査します。認定調査員が訪問し、本人の心身の状況を調査します。

申請して、後日調査実施日の調整をして訪問します。調査にかかる時間

は、１時間程度です。日頃の状況を把握できる場所で行います。

全国一律の調査票により、74項目の基本調査、概況調査を行います。

調査には、本人だけでなく、本人の日頃の様子がわかる方も立ち会ってく

ださい。

主治医意見書

介護の判定には、主治医の意見書が必要です。
申請書に書かれた主治医に意見書作成を依頼します。
介護の判定には、主治医の意見書が必要です。
申請書に書かれた主治医に意見書作成を依頼します。

主治医とは、介護が必要な状態となった原因の病気を治療している医師

や、かかりつけの医師など本人の心身の状況をよく理解している医師をさ

します。

申請時に『予診票』を渡しますので、受診するときに主治医（医療機関）

に提出してください。意見書作成依頼は、介護保険課から郵送で行いま

す。

長期間受診をしていないと、医師は意見書を書くことができません。申請

の際には必ず受診してください。

転入時の認定転入時の認定

他市町村で認定を受けている被保険者が転入した時は、転入日から１４日以内に転出時

に交付された受給資格証明書を添えて認定を申請すると認定審査会での審査･判定を経

ることなく証明書の内容に即して認定ができます。

申請後、引き継がれた要介護・要支援状態区分等を記載した被保険者証を交付します。

認定有効期間は、転入日から原則６か月ですが、有効期間の短縮･延長を行う場合があり

ます。



問い合わせ：介護保険課　給付係　ＴＥＬ 0942－81－3315

利用者負担の割合が２割の人のうち、
とくに所得の高い人の負担割合が３割になりした。

　介護保険制度の持続可能性を高めるため、世代内・世代間の負担の公平や負担能力に応じた負

担を求める観点から、現役並みの所得を有する者の負担割合を２割から３割に引き上げられました。

※利用者の負担割合は、本組合から交付される「介護保険負担割合証」に記載されています。

【負担割合の判定フロー】

高額医療・高額介護合算制度の７０歳以上の人がいる
世帯の所得区分が変更されました。

１号被保険者

（65歳以上）

本人の

合計所得金額が

220万円以上である

本人の

合計所得金額が

160万円以上

220万円未満である

本人の

合計所得金額が

160万円未満である

下記以外の場合

同一世帯の１号被保険者の
年金収入＋その他の合計所得金額
単身：340万円未満
2人以上：463万円未満

下記以外の場合

同一世帯の１号被保険者の
年金収入＋その他の合計所得金額
単身：280万円未満
2人以上：346万円未満

＊２割負担の判定フローへ
（１割負担）

３割負担

２割負担

１割負担

２割負担

１割負担

　介護保険と医療保険の両方に支払った金額がそれぞれ自己負担限度額を越えたとき、超えた

分の額が支給されます。さらに１年間（毎年８月～翌年７月）の自己負担額を合算して下表の

限度額を超えた場合は、申請により超えた分が支給されます。

【世帯の年間での自己負担限度額】

※低所得者Ⅰ区分で介護保険サービスの利用者が複数いる世帯の場合は、限度額の適用方法が異なります。

※毎年７月３１日時点で加入している医療保険の所得区分が適用されます。

※支給対象となる人は医療保険の窓口へ申請が必要です。（対象者の方には申請書が送付されます。）

平成 30 年７月算定分まで 平成 30 年 8月算定分から

所　得

基礎控除後の

総所得金額等

70 歳未満

の人がいる

世帯

901万円超

600万円超
901万円以下
210万円超
600万円以下

210万円以下

住民税

世帯非課税

212 万円

141万円

67万円

60万円

34万円

所得区分
70 ～74 歳
の人がいる
世帯

後期高齢者
医療制度で
医療を受け
ている人が
いる世帯

現役並み

所得者

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

56万円

31万円

19万円

56万円

31万円

19万円

67万円

課税所得
690万円以上

課税所得
380万円以上
課税所得

145万円以上

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

212 万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円

212 万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円

67万円

所得区分
70 ～74 歳
の人がいる
世帯

後期高齢者
医療制度で
医療を受け
ている人が
いる世帯



鳥栖地区広域市町村圏組合
　　　　　サポーティア事業についてのご案内
鳥栖地区広域市町村圏組合
　　　　　サポーティア事業についてのご案内

サポーティア事業（介護支援ボランティアポイント制度）について

参加対象者について

サポーティア活動への参加方法について

活動内容・活動場所について

　サポーティア事業は、「サポーティア」として登録された方が、市町により

認定を受けた機関において、介護支援ボランティア活動を行う事業です。

　鳥栖地区広域市町村圏組合圏域（鳥栖市、基山町、みやき町、上峰町）にお

いては、平成３０年４月から開始しました。

　（「サポーティア」＝「サポート」をする人という意味の造語）

　鳥栖地区広域市町村圏組合圏域（鳥栖市、基山町、みやき町、上峰町）に住

民票がある４０歳以上の方で、要支援・要介護認定のいずれも受けていない方

です。

　「サポーティア登録申請書」を、佐賀県長寿社会振興財団にご提出（郵送又

は持参）ください。（「サポーティア登録申請書」は、鳥栖地区広域市町村圏

組合や鳥栖市・基山町・みやき町・上峰町の高齢者福祉担当課の窓口等で取得

可能です）

・サポーティアの活動場所は、鳥栖地区広域市町村圏組合が受入機関として認

　定した、介護サービス事業所等または地域の介護予防教室、高齢者ふれあい

　サロン等

・サポーティア活動の対象となる活動内容は次の通りです。

　　１．レクリエーション等の指導、参加支援

　　２．お茶だし、食堂内の配膳、下膳等の補助

　　３．散歩、外出及び館内移動の補助

　　４．施設の催事に関する手伝い（模擬店、会場設営、演芸披露等）

　　５．話し相手・傾聴

　　６．施設の職員と共に行う軽微かつ補助的な活動（清掃、草刈の補助等）

　　７．高齢者ふれあいサロン、食生活改善事業等の活動

　　８．介護予防体操、レクリエーション等の指導及び介護予防教室等の開催

　　　　・参加支援

　　９．その他、鳥栖地区広域市町村圏組合が認める活動

※　この事業の詳細は、市町の高齢者福祉担当課の窓口等でお配りしており
　ますチラシまたは佐賀県長寿社会振興財団のホームページ掲載情報をご確
　認いただくか、佐賀県長寿社会振興財団（0952－31－4165）へお電話でお
　尋ねください。

※　鳥栖地区広域市町村圏組合（事業主体）は、「サポーティア事業」の管理機関として、

　公益財団法人佐賀県長寿社会振興財団に、本事業の運営等に関する業務を委託しています。

問い合わせ ： 介護保険課　地域支援係　TEL 0942-81-3111
　　　　　   佐賀県長寿社会振興財団　TEL 0952-31-4165



日時：毎月第１・第３火曜日　１３時３０分～１６時３０分

場所：鳥栖地区広域市町村圏組合（鳥栖消防署の南側）

　　　（〒８４１－００３７　鳥栖市本町３丁目１４９４番地１）

ものわすれ・よかよか相談室ものわすれ・よかよか相談室ものわすれ・よかよか相談室ものわすれ・よかよか相談室

認知症の人は「何もわからない人」ではありません。

自分の中で「何か変だ」と感じ、不安やイライラした気持ちが強くなっています。

年齢を重ねるとほとんどの人に「ものわすれ」が出てきて、心身共にストレスに

弱くなります。

地域には、ひとり暮らしやふたり暮らしの高齢者が増えています。

「あれ！今までとは違う？」とはじめに感じるのは家族や地域の人です。

まずは、気軽にお話ししてみませんか？

「認知症やものわすれについて知りたい・相談したい」

「不安な気持ちを聞いてほしい…」

「ものわすれ・よかよか相談室」はものわすれや認知症について不安

に思っているご家族や支援者などの悩みや問題を解決するためのお

手伝いをする相談窓口です。

※ 認知症の方やご家族を支援する専門的な資格（看護師・認知症ケア上級

　 専門士等）を 持ち「家族の会」の会員である行政職員が対応しており、

　 個人情報は守られます。

０９４２－８１－３１１１０９４２－８１－３１１１
かんざき

問い合わせ：介護保険課　地域支援係（福地 , 神﨑）　TEL ０９４２－８１－3111



平成３１年度は、第７期介護保険事業計画の２年目の年となります。
昨年度と比べて、１２３，８０４千円の増、１．３１％の伸びとなっています。

単位：千円

単位：千円

歳入状況

歳出状況

項　目 3１年度当初 比　較 伸　率

１　保険料

２　構成市・町負担金

３　国・県支出金

４　支払基金交付金※１

５　繰入金※２

６　その他

歳入合計

１２，８０８

６５，５５１

２７，８８７

１７，１９１

367

０

１２３，８０４

０．５７％

４．６７％

０．８３％

０．７１％

１．３０％

０．００％

１．３１％

※１　40歳から64歳までの方の保険料相当分が、社会保険診療報酬基金から交付さ

         れるものです。

※２　第７期計画期間の保険料の上昇分を抑制するため、これまで積み立てておいた

         資金を計画的に取り崩して繰り入れるもの等です。

２，２４１，３９２

１，４０４，３９４

３，３７９，４２６

２，４３０，５５２

２８，２７４

１４

９，４８４，０５２

30年度当初

２，２５４，２００

１，４６９，９４５

３，４０７，３１３

２，４４７，７４３

２８，６４１

１４

９，６０７，８５６

６．４６％

１．１７％

１．６０％

７．２３％

△１１．３５％

１．８７％

△２．９５％

２４．８５％

１．２６％

△５．８０％

０．０４％

０．００％

１．３１％

※３　「高額介護サービス等費」「高額医療合算介護サービス等費」「特定入所者介

　　　護サービス等費」「審査支払手数料」にかかる費用です。

※４　構成市町が実施する介護予防事業及び地域包括支援センターの運営等にかか

　　　る費用です。

項　目 30年度当初31年度当初 比　較 伸　率

１　総務費

２　保険給付費

内　

訳

内　

訳

３　地域支援事業費※4

４　その他

５　予備費

歳出合計

介護サービス等諸費（要介護者への給付）

介護予防サービス等諸費（要支援者への給付）

その他サービス等費※3

介護予防・生活支援サービス事業費

一般介護予防事業費

包括的支援事業・任意事業費

１８７，１３０

８，６９８，９１２

８，０３９，８２０

２９５，９２４

３６３，１６８

６６９，３０９

３１７，２０７

９４，５２６

２５５，７７４

１，８０２

２，５０５

５０，０００

９，６０７，８５６

１７５，７７４

８，５９８，７２９

７，９１３，０９５

２７５，９７２

４０９，６６２

６５７，０４５

３２６，８４０

７５，７１３

２５２，５７９

１，９１３

２，５０４

５０，０００

９，４８４，０５２

１１，３５６

１００，１８３

１２６，７２５

１９，９５２

△４６，４９４

１２，２６４

△９，６３３

１８，８１３

３，１９５

△１１１

１

０

１２３，８０４

その他諸費

問い合わせ ： 総務課　総務係　TEL ０９４２－８１－４８２５

平成３１年度介護保険特別会計予算について平成３１年度介護保険特別会計予算について



https://www.kttnet.co.jp/tosukaigo/

お問い合わせは

◎出前講座、その他総務全般に関すること　　総務課　総務係

　　　　　 TEL 0942－81－4825　FAX 0942－85－2084

◎介護保険料に関すること　　　　　　　　　総務課 収納対策室 介護保険料係

TEL 0942－85－3637　FAX 0942－85－2084

◎要介護・要支援認定に関すること　　　　　介護保険課　認定係

◎介護保険給付に関すること　　　　　　　　介護保険課　給付係

　　　　　 TEL 0942－81－3315　FAX 0942－81－3316

◎介護予防に関すること　　　　　　　　　　介護保険課　地域支援係

　　　　　 TEL 0942－81－3111　FAX 0942－81－3316

　介護保険制度において、６５歳は第２号被保険者から第１号被保険者に切り替わる
節目の年齢です。６５歳になられますと、下記のように変わります。

もうすぐ６５歳を迎えられる方へ

誕生月の上旬に、介護保険の第１号被保険者であることの証

として、６５歳を迎えられる方全員に郵送にて配布されます。

介護サービスを利用される場合に必要となりますので、大切

に保管しましょう。

６５歳を迎えられる前までは加入されている医療保険料と合

わせて納付されていましたが、６５歳からは個別で本組合に

納めていただく方法に切り替わります（医療保険の介護分と

の二重納付にはなりません）。

誕生月の翌月に納付書、介護保険料のご案内等の書類が郵送

されます。

介護保険料の納め忘れはございませんか？

　平成３０年度の介護保険料は、第１０期（納期限：平成３１年４月１日）が最後の納期分
となりますが、これより以前の分で納め忘れとなっている保険料はないでしょうか？
　未納の保険料がありますと、将来ご自身が介護サービスを利用される際に、利用負担金
が通常より大きくなるなど給付制限が生じる場合がございます。
　今一度お手元の領収書や書類等で納付状況の確認をしていただきますようお願いいた
します。

納付状況の確認、納付についての相談は、下記の介護保険料係までご連絡ください。

※ご家族の中に高齢者がいらっしゃるご家庭へお願い
　６５歳以上の方で、ご家族に心配かけまいと未納の分を溜め込んでしまうケース

がみられます。将来介護を利用される場合、ご家族様にとっても、介護サービス利

用時の給付制限は大きな負担となることとなります。
　ご家族内に６５歳以上の方がいらっしゃいましたら、本人様宛の郵便物や介護保

険料の納付状況を気に掛けていただけたら幸いです。

被保険者証

（青色）

介護保険料


